予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：商業振興費　　　
	事業名　県産品販路拡大推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　商工労働部　地域産業課　県産品販売促進係　電話番号：058-272-1111（内3097 ）

　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　       8,500千円（前年度予算額：8,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,500

	要求額
	8,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
県では、大手スーパーや都市部のインテリアショップ、海外主要都市における販売拠点等様々な販売ルートとの連携を通じて、バイヤーやその先にいる消費者が求めるニーズを的確につかみ取り、それを県内メーカーと共有させることにより、販路拡大を推進している。バイヤーとの商談の場においては、すでに出来上がった商品で商談を行うため、バイヤーの求める商品が見いだせないことがある。そこで、商談に来るバイヤーとともに、産地を訪問し、商品の改良についてのアドバイスを行えるようにし、商品のブラッシュアップを図るようにする。また昨今の食品表示偽装問題のようにバイヤーにとって品質管理に対する関心が高いため、モノづくりの現場を実際に見てもらうことで、優れた県産品をアピールしていく。

平成26年9月には、ＪＲ岐阜駅に隣接する商業施設「アクティブＧ」内に県産品販売と情報発信を行う拠点「ＴＨＥ　ＧＩＦＴＳ　ＳＨＯＰ」を開設して、県産品の販路拡大の支援強化を展開しはじめた。
なお、県産品の地産地消を促進し、県内での販路拡大を図るため、平成14年から岐阜県「県産品愛用推進宣言の店」指定制度を開始しており、平成26年3月末で339店舗を指定しており、引き続き拡大を図っていく。
（２）事業内容
・県産品振興のためのテストマーケティング及び商品プロモーションを実施

　イオン、ユニーなど総合スーパー等多様な販売チャネルにおいて、商品特性・地域性を活かした販売促進を行う。

　・大手百貨店等のバイヤー等による商談の機会及び産地見学を実施

大手百貨店等のバイヤーを県内に招へいし、商談の機会を設けるとともに、産地訪問を行い、県産品の品質管理体制を見てもらうとともに、バイヤーによる商品相談会を開催し、県産品のブラッシュアップができるようにする。

大手百貨店等との調整がついた場合には首都圏等で岐阜県フェアを開催していく。

　・岐阜県「県産品愛用推進宣言の店」の指定

　  県産品愛用を積極的に行う店舗を「県産品愛用推進宣言の店」に指定して

県民の県産品に対する理解と認識を深め、県産品の消費拡大を図る。

　　○根拠法令等：「岐阜県食品安全行動基本計画」中「地産地消の推進」

　　　　　　　　　　岐阜県「県産品愛用推進宣言の店」制度実施要領

・拠点と県施策や市町村との連携強化による更なる販路拡大支援
全国植樹祭等の県施策との連携事業による県産品のＰＲに加えて、市町村等との連携による「観光・食・モノ」一体のプロモーションの実施により新たな県産品の掘り起しやテストマーケティング等を行い更なる販路拡大支援を目指す。
（３）県負担・補助率の考え方

　・イオン及びユニーとのテストマーケティングにおける設営費は実施市町村の1/2以下を負担

　・「県産品愛用推進宣言の店」指定については10/10（県の指定制度のため）
・拠点で実施する市町村イベントの市町村が負担する委託費のうち1/2を県で負担（県負担額の上限150千円）
（４）類似事業の有無
　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	767　
	専門家報償費、商標登録費用

	旅費
	618
	業務旅費

	需用費
	682     
	消耗品代、会議費、印刷製本費

	役務費
	148
	郵送料、商標登録印紙代

	委託料
	5,454
	市町村フェア委託料、県施策連動事業委託料等

	使用料及び賃借料
	831
	会場借料、バス借上料

	合計
	8,500
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

岐阜県成長・雇用戦略　

６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開
（２）後年度の財政負担

・岐阜県「県産品愛用推進宣言の店」制度は第３期岐阜県食品安全基本計画の計画期間であるH30まで実施
・県産品販売・情報発信拠点は平成30年度まで実施予定で、拠点運営に係る経費は運営事業者負担（終了前年度に事業の継続の可否を判断）

（３）事業主体及びその妥当性

・県が主となり事業を実施することは長期計画等に位置づけた県の役割である。
・県産品販売・情報発信拠点販売を含めた一体的な拠点運営に民間ノウハウを有効に活用し効果的かつ効率的な運営を行うため、民間事業者に委託。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県との包括連携協定を結んでいるイオン、ユニー、日本橋三越を中心として、総合スーパー及び百貨店における県産品の販売展開を強化します。また、県産品の愛用を積極的に行う指定店舗を増やし、県産品の消費拡大に繋げます。

（県産品販売・情報発信拠点）

県民の誇りとなる県産品を取扱う拠点の認知度を高め、県産品の情報受発信拠点としての機能を高める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ｲｵﾝ等でのﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの展開
	0市
	5回
(H24)
	2回
(H25)
	7回
(H25)
	40回
(H30)
	17.5％

	百貨店等バイヤー招へい
	0名
	回

(H24)
	15回

(H25) 
	12回

(H25)
	50回

(H28)
	24.0％

	県産品愛用推進宣言の店
	48店舗
（H14）
	307店舗

（H24）
	339店舗

(H25)
	339店舗

（H25）
	400店舗

（H30）
	100.2％

	拠点の認知度
	0
（H25）
	0

（H  ）
	0

（H  ）
	0

（H25）
	75

（H30）
	- ％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）イオンにおけるテストマーケティングの実施

　　清流の国ぎふフェア　平成26年10月3日（金）～5日（日）各務原店

（２）大手百貨店等のバイヤーの産地訪問回数
　　県内の商材を発掘するため、大手百貨店等のバイヤーが県内を訪問
（３）県産品愛用推進宣言の店指定

　・平成26年度指定店舗の申請を9月末まで募集し、１２店舗から申請があった。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　イオンにおける県産品フェアを通じたテストマーケティングにより、出展した県内食品加工事業者各社は、今後の販売展開に向けて、自社商品のブラッシュアップを図っている。
各種広報媒体を活用した県産品ＰＲや「県産品愛用宣言の店」指定推進の結果、指定店の申請件数が増えた。県産品全体の認知度向上や地産地消の成果が見られる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	中小規模の事業者単独では関わることが難しい大手総合スーパーのバイヤーなどから、商談やフェアを通じてアドバイスを得られる貴重な事業である。また、県産品愛用推進宣言の店が増えることは、県産品全体の認知度向上に繋がる。
拠点の最大の顧客は県民であり、県の玄関口である岐阜駅で拠点を整備する必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	県内事業者は、総合スーパーにおけるテストマーティングに参加した経験を活かして自社商品のブラッシュアップを進めている。今後は、より多様なバイヤーを招へいすることで、県産品の多様化に向けた商品開発につなげていく。

また、県産品愛用推進宣言の店については、25年度にも多数の申請があり、事業者にとっても県産品を積極的に活用する意識が高まっている。

拠点の設置により、営業力が弱い中小・零細企業の販路拡大を支援することができ、有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	イオンにおけるテストマーケティングは、市町村と連携することにより、県との役割分担を行い、事業を効率的に実施している。

　県産品愛用推進宣言の店では、地産地消を推進し県産品を積極的に活用する事業者を増やすことにより、県産品の販路拡大につながっている。

拠点の運営を民間事業者に委託することにより、民間ノウハウを活用した効率的な運営を目指す。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
小規模な食品製造加工事業者が多いため、商品が優れていても、生産規模の問題から総合スーパーでは取り扱えない場合がある。今後も総合スーパーと継続的なコミュニケーションを図り、小規模でも対応可能な方法（ネット販売・季節限定ギフト等）について検討していく必要がある。

その他にも実際の製造の現場にバイヤーを連れていき、品質管理の面での向上を図れるようにする。

今年度は、販売体制の早期確立を目的に販売に特化したため、産業支援機能の予算計上がされていないが、来年度以降は県施策に加えて、市町村や関係団体、事業者との連携による拠点を活用したイベントの実施や拠点で販売するアイテムの掘り起しにより、産業支援機能を強化し、事業効果を高める必要がある


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

県産品の販路拡大を図るため、大手百貨店等のバイヤーを招へいし、事業者との商品改良の意見交換や品質管理に対するアドバイスなどを受けられるようにする。

また、各総合スーパーにより商品採択システムが異なるため、県内事業者の規模や生産方式等に適したマッチングを行い、商談成立後の多様な販売展開を考慮した県産品フェアを実施していく。
県産品愛用推進宣言の店については、指定店舗について、一層のＰＲを行うとともに、新たな指定店舗が増えるよう推進を行う。

県施策との連動を図りながら、県内企業、市町村、関係団体等と連携しながら拠点での事業展開を行う。

事業期間を5年間（26年度～30年度）と設定して拠点を運営。終了前年度から事業継続の可否を判断する。


